
令和７年度 司法精神医療等人材養成研修事業一式（指定医療機関従事者研修） 

仕様書 

 

１．背景と目的 

 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平

成 15 年法律第 110 号。以下「医療観察法」という。）附則第３条第１項で示されるよ

うに、指定医療機関における医療を最新の司法精神医学の知見を踏まえた専門的なも

のとするためには、医療観察法に携わる医療及び福祉の関連職種の育成と資質能力の

向上を図り、各種ガイドラインに基づく多職種（ＭＤＴ）チーム医療と対象者の個別

性を重視した医療プログラムの提供を実現することが特に重要である。 

 こうした状況を踏まえ、医療観察法対象者の病状改善のために専門性の高い医療を

付与しその社会復帰を促進するために、指定入院医療機関又は指定通院医療機関に従

事予定の医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士及び臨床心理技術者に対する司

法精神医学の教育研修を通じ、医療観察法の担い手である関係職種の育成と資質能力

の向上を図り、医療観察法の円滑な運用に資することを目的とする。 

 

２．業務内容 

（１）指定医療機関従事者研修 

   司法精神医学等研修 

  （ア）研修内容 

    別添「司法精神医療等に係る研修内容」による。 

  （イ）対象者  ４５０名程度 

    指定医療機関（令和７年度中に指定予定の医療機関を含む）に従事（予定を

含む）する医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士及び臨床心理技術者 

  （ウ）研修実施期間 契約日～令和８年３月１３日 

 

※受講者の募集に関しては、指定医療機関（令和７年度中に指定予定の医療機

関を含む）に対し開催案内を送付し、参加者を募ること。 

 

（２）研修及び研修企画委員会の回数及び期間について 

    履行期間内において、机上研修については２回以上（各２日間程度）、研修

企画委員会（５名程度）については１回以上行うこと。 

    なお、研修企画委員会は事業を適正かつ円滑に実施するために必要な検討を

行うものとし、構成員は講師及び担当者等とする。 

 

※謝金については、１人１回 17，800 円を支払うものとする。ただし、他に諸

謝金に関する規定があり、厚生労働省が適切と認める場合は、これに基づき支

払うことができる。 

※旅費については、「国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年４月３０ 

日法律第１１４号）」に基づき支払うものとする。ただし、他に旅費に関する規

定があり、厚生労働省が適切と認める場合は、これに基づき支払うことができ



る。 

※講師及び委員への謝金・旅費の支払いは別途精算払いとする。 

※研修の開催方法については、オンライン開催とする。 

 

＜過去３か年度実績＞  

 机上研修 病棟研修 企画委員会 

令和３年度 ３回（各２日間） １回 13 回（1時間程度） 

令和４年度 ３回（各２日間） １回 11 回（1時間程度） 

令和５年度 ３回（各２日間） ０回 ９回（1時間程度） 

※令和７年度の病棟研修については、令和７年度中に指定予定の指定入院医療

機関がないことから実施しない。 

 

３．業務の実施にあたっての遵守事項 

（１）機密保持、資料の取扱い 

① 受注者は、本調達業務の実施の過程で厚生労働省が開示した情報（公知の情

報を除く。以下同じ。）、他の受注者が提示した情報及び作成した情報を、本調

達業務の目的以外に使用又は第三者に開示若しくは漏えいしてはならないもの

とし、そのために必要な措置を講ずること。 

② 受注者は、本調達業務を実施するにあたり、厚生労働省から入手した資料等

については管理台帳等により適切に管理し、かつ、以下の事項に従うこと。 

○複製はしないこと。 

○用務に必要がなくなり次第、速やかに厚生労働省に返却すること。 

○本調達業務完了後、上記①に記載される情報を削除又は返却し、受注者に

おいて該当情報を保持しないことを誓約する旨の書類を厚生労働省に提出

すること。 

○機密保持及び資料の取扱いについて、適切な措置が講じられていることを

確認するため、厚生労働省が遵守状況の報告や実地調査を求めた場合には

応じること。 

（２）遵守する法令等 

受注者は、本調達業務の実施において、民法（明治 29 年法律第 89 号）、刑法（明

治 40 年法律第 45 号）、著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）、不正アクセス行為の

禁止等に関する法律（平成 11 年法律第 128 号）、行政機関の保有する個人情報の

保護に関する法律（平成 15 年法律第 58 号）等の関連する法令等を遵守すること。 

（３）情報セキュリティ管理 

受注者は、以下を含む情報セキュリティ対策を実施すること。また、その実施

内容及び管理体制についてまとめた情報セキュリティ管理計画書を提出すること。 

① 厚生労働省から提供する情報の目的外利用を禁止すること。 

② 受注者の資本関係・役員等の情報、本調達業務の実施場所、本調達業務従事

者の所属・専門性（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）・実績及び国籍

に関する情報提供を行うこと。 



③ 情報セキュリティインシデントへの対処方法が確立されていること。 

④ 情報セキュリティ対策その他の契約の履行状況を定期的に確認し、厚生労働

省へ報告すること。 

⑤ 情報セキュリティ対策の履行が不十分である場合、速やかに改善策を提出し、

厚生労働省の承認を受けた上で実施すること。 

⑥ 厚生労働省が求めた場合に、速やかに情報セキュリティ監査を受け入れるこ

と。 

⑦ 厚生労働省から要保護情報を受領する場合は、情報セキュリティに配慮した

受領方法にて行うこと。 

⑧ 厚生労働省から受領した要保護情報が不要になった場合は、これを確実に返

却、又は抹消し、書面にて報告すること。 

⑨ 本調達業務において、情報セキュリティインシデントの発生又は情報の目的

外利用等を認知した場合は、速やかに厚生労働省に報告すること。 

⑩ 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）の内容を遵守するこ

と。 

（４）再委託の制限 

① 受託者が本契約に係る事務又は事業の全部を一括して第三者（受託者の子会

社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）を含む。以下同じ。）に委

託することは禁止する。また、総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分

は再委託してはならない。 

② 受託事務又は事業の一部を再委託する場合は、あらかじめ再委託の相手方の

商号、または名称及び住所並びに再委託を行う事務又は事業の範囲、再委託の

必要性及び契約金額について記載した「再委託に係る承認申請書」を支出負担

行為担当官に提出し、承認を受けること。また、受託事務又は事業の一部を再

委託する場合は、受託契約金額に占める割合は、原則２分の１未満とすること。 

③ 再委託に関する内容に変更が生じた場合には、受託者は「再委託に係る変更

承認申請書」を支出負担行為担当官に提出し、承認を受けること。 

④ 再委託の相手方からさらに第三者に委託が行われる場合には、当該第三者の

商号、または名称及び住所並びに委託を行う事務又は事業の範囲を記載した「履

行体制図」を支出負担行為担当官に提出し、履行体制の把握に努めること。 

⑤ 受託者は、秘密保持、知的財産権等に関して本仕様書が定める受託者の責務

を再委託先業者も負うよう、必要な処置を実施し、支出負担行為担当官に提出

し、承認を受けること。 

⑥ なお、第三者に再委託する場合は、その最終的な責任を受託者が負うこと。 

（５）閲覧資料 

  応札希望者は、研修の実施に係る以下の資料について、必要に応じ、閲覧した上 

で応札の可否を判断すること。なお、資料の閲覧にあたっては、守秘義務の誓約書

を提出した上で、厚生労働省が定める期間、場所、方法において閲覧を許可する。 

    

・受講者用テキスト一式 

 



閲 覧 場 所：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神･障害保健課 

医療観察法医療体制整備推進室内 

閲覧期間及び時間：令和７年２月３日（月）～令和７年３月６日（木） 

10 時～16 時（ただし、行政機関の休日に関する法律（昭和６３   

年法律第９１号）第１条第１項に規定する休日を除く。） 

閲 覧 手 続：２名まで。閲覧を希望する場合、応札希望者の商号、連絡先、閲 

覧希望者氏名を以下連絡先に事前に連絡すること。 

また、閲覧日当日までに「守秘義務に関する誓約書」を記載の 

上、提出すること。 

閲 覧 時 の 注 意：閲覧にて知り得た内容については、競争参加のための書類作成等 

以外には使用しないこと。また、本調達に関与しない者等に情報

が漏えいしないように留意すること。閲覧資料の複写等による閲

覧内容の記録は行わないこと。 

 

４．成果物の取扱いに関する事項 

（１）知的財産権の帰属 

① 調達に係り作成・変更・更新されるドキュメント類の著作権（著作権法第 21

条から第 28 条までに定めるすべての権利を含む。）は、受注者が調達の情報シ

ステム開発の従前から権利を保有していた等の明確な理由により、あらかじめ

書面にて権利譲渡不可能と示されたもの以外、厚生労働省が所有する現有資産

を移行等して発生した権利を含めてすべて厚生労働省に帰属するものとするこ

と。また、厚生労働省は、納品された成果物の複製物を、著作権法第 47 条の３

の規定に基づき、複製、翻案すること及び当該作業を第三者に委託し行わせる

ことができるものとする。 

② 本件に係り発生した権利については、受注者は著作者人格権を行使しないも

のとすること。 

③ 調達に係り発生した権利については、今後、二次的著作物が作成された場合

等であっても、受注者は原著作物の著作権者としての権利を行使しないものと

すること。 

④ 調達に係り作成・変更・修正されるドキュメント類に第三者が権利を有する

著作物（以下「既存著作物等」という。）が含まれる場合、受注者は当該既存著

作物の使用に必要な費用負担や使用許諾契約等に係る一切の手続きを行うこと。

この場合、受注者は、事前に当該既存著作物の内容について厚生労働省の承認

を得ることとし、厚生労働省は、既存著作物等について当該許諾条件の範囲で

使用するものとする。 

⑤ 調達に係り第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争が生じた場合には、

当該紛争の原因が専ら厚生労働省の責めに帰す場合を除き、受注者の責任、負

担において一切を処理すること。この場合、厚生労働省は係る紛争の事実を知

った時は、受注者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受注者に委ねる等の

協力措置を講ずる。 

（２）契約不適合責任 



① 厚生労働省は、本調達仕様書「５．（３）検査」に規定する納品検査に合格   

した成果物を受領した後において、契約不適合を知った時から 1 年以内に（数

量又は権利の不適合については期間制限なく）その旨を受注者に通知した場合

は、次の（ア）、（イ）のいずれかを選択して請求することができ、受注者はこ

れに応じなければならない。なお、厚生労働省は、受注者に対して②を請求す

る場合において、事前に相当の期間を定めて本項の履行を催告することを要し

ないものとする。 

（ア）厚生労働省の選択に従い 、厚生労働省の指定した期限内に受注者の 

責任と費用負担により、他の良品との引換え、修理又は不足分の引渡

しを行うこと。 

（イ）直ちに代金の減額を行うこと。 

② 厚生労働省は、前項の通知をした場合は、上記（ア）、（イ）に加え、受注者

に対する損害賠償請求及び本契約の解除を行うことができる。 

③ 受注者が契約不適合について知り若しくは重大な過失により知らなかった場

合、又は契約不適合が重大である場合は、上記①の通知期間を経過した後にお

いてもなお上記①、②を適用するものとする。 

 

（３）検査 

①  「２．業務内容」及び「３．研修実施期間」に則って、成果物を提出するこ

と。その際、厚生労働省が指示した場合、別途品質保証が確認できる資料を作

成し、成果物と併せて令和８年３月 13 日までに提出すること。 

② 検査の結果、成果物の全部又は一部に不合格品が生じた場合には、受注者は

直ちに引き取り、必要な修復を行った後、指定した日時までに修正が反映され

たすべての成果物を納品すること。 

③ 「２．業務内容」及び「３．研修実施期間」に依る以外にも、必要に応じて

成果物の提出を求める場合があるので、作業資料は常に管理し、最新状態に保

っておくこと。 

 

５．契約期間 

 本業務の契約期間は、契約日から令和８年３月 31 日までとする。 

 

６．その他 

本事業を円滑かつ効率的・効果的に実施するため、関係行政機関、保健福祉関係団

体等と連携を図り、協力体制を整備すること。 



　　別添

 研修対象者 ： 医師・看護師・作業療法士・精神保健福祉士・臨床心理技術者

 研修時間 ： １６時間以上

 研修項目：

１．　 心神喪失者等医療観察法に関する法律及び精神保健福祉行政概論

２． 心神喪失者等医療観察法に関する法令及び実務

３． 心神喪失者等医療観察法に基づく医療及び実務

４． 心神喪失者等医療観察法に基づく地域社会における処遇

５． 心神喪失者等医療観察法に関する事例研究

６． 指定医療機関における医師の役割

７． 指定医療機関における看護師の役割

８． 指定医療機関における臨床心理技術者の役割

９． 指定医療機関における作業療法士の役割

１０． 指定医療機関における薬剤師の役割

１１． 指定医療機関における精神保健福祉士の役割

１２． 当事者の処遇（人権尊重と権利擁護等）

１３． 自治体・行政機関の役割

１４． 評価法について（共通評価項目）

１５． 評価法について（ＩＣＦ等）

１６． 心理療法について

１７． 多職種アプローチについて　概論

１８． 多職種アプローチについて　各論（事例検討）

１９． 指定入院医療機関の運営について

２０． 病状評価・看護計画・事故防止・緊急対策等

２１． 電子カルテ、標準書式解説

司法精神医療等に係る研修内容



【参考】指定入院医療機関一覧（令和７年１月１日現在）     （指定年月日順） 

 医療機関名 所在地 備考 

1 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター病院 東京都  

2 独立行政法人国立病院機構花巻病院 岩手県  

3 独立行政法人国立病院機構東尾張病院 愛知県  

4 独立行政法人国立病院機構肥前精神医療センター 佐賀県  

5 独立行政法人国立病院機構北陸病院 富山県  

6 独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター 神奈川県  

7 独立行政法人国立病院機構さいがた医療センター 新潟県  

8 独立行政法人国立病院機構小諸高原病院 長野県  

9 独立行政法人国立病院機構下総精神医療センター 千葉県  

10 独立行政法人国立病院機構琉球病院 沖縄県  

11 独立行政法人国立病院機構菊池病院 熊本県  

12 地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪精神医療センター 大阪府  

13 地方独立行政法人岡山県精神科医療センター 岡山県  

14 独立行政法人国立病院機構榊原病院 三重県  

15 長崎県精神医療センター 長崎県  

16 独立行政法人国立病院機構賀茂精神医療センター 広島県  

17 群馬県立精神医療センター 群馬県  

18 
地方独立行政法人静岡県立病院機構 

静岡県立こころの医療センター 
静岡県  

19 
地方独立行政法人神奈川県立病院機構 

神奈川県立精神医療センター 
神奈川県  

20 
地方独立行政法人東京都立病院機構 

東京都立松沢病院 
東京都  

21 
地方独立行政法人長野県立病院機構 

長野県立こころの医療センター駒ヶ根 
長野県  

22 独立行政法人国立病院機構鳥取医療センター 鳥取県  

23 地方独立行政法人山梨県立病院機構山梨県立北病院 山梨県  

24 鹿児島県立姶良病院 鹿児島県  

25 独立行政法人国立病院機構やまと精神医療センター 奈良県  

26 
地方独立行政法人山口県立病院機構 

山口県立こころの医療センター 
山口県  

27 茨城県立こころの医療センター 茨城県  

28 埼玉県立精神医療センター 埼玉県  

29 地方独立行政法人栃木県立岡本台病院 栃木県  

30 滋賀県立精神医療センター 滋賀県  

31 山形県立こころの医療センター 山形県  

32 愛知県精神医療センター 愛知県  

33 島根県立こころの医療センター 島根県  

34 国立大学法人北海道大学病院付属司法精神医療センター 北海道  

35 福島県立ふくしま医療センターこころの杜 福島県  

 


